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第32回新しい資本主義実現会議議事録 

（開催要領） 

１．開催日時：令和７年３月28日（金）18:30～19:30 

２．場  所：総理大臣官邸４階大会議室 

３．出席構成員： 

議長  石破 茂 内閣総理大臣 

副議長 林 芳正 内閣官房長官 

副議長 赤澤 亮正 新しい資本主義担当大臣 

加藤 勝信  財務大臣 兼 金融担当大臣 

福岡 資麿  厚生労働大臣 

武藤 容治  経済産業大臣 

村上誠一郎   総務大臣 

古谷 一之 公正取引委員会委員長 

翁  百合 株式会社日本総合研究所理事長 

小林  健 日本商工会議所会頭 

澤田 拓子 塩野義製薬株式会社取締役副会長 

渋澤  健 シブサワ・アンド・カンパニー株式会社代表取締役

十倉 雅和 日本経済団体連合会会長 

冨山 和彦 株式会社IGPIグループ会長 

平野 未来 株式会社シナモン代表取締役Ｃｏ－ＣＥＯ 

松尾  豊 東京大学大学院工学系研究科教授 

村上由美子 MPower Partners GP, Limited. ゼネラル・パートナー 

米良はるか READYFOR株式会社代表取締役ＣＥＯ 

柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科教授 

芳野 友子 日本労働組合総連合会会長 

（議事次第） 

１．開 会 

２．議 事 

価格転嫁・官公需、生産性向上、事業承継・Ｍ＆Ａ等の経営基盤の強化 

３．閉 会 

（資料） 

資料１ 基礎資料 

資料２ 論点案 
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資料３    翁委員提出資料 

資料４    川邊委員提出資料 

資料５    小林委員提出資料 

資料６    渋澤委員提出資料 

資料７    諏訪委員提出資料 

資料８    冨山委員提出資料 

資料９    新浪委員提出資料 

資料１０   柳川委員提出資料 

資料１１   芳野委員提出資料 

資料１２   経済産業大臣提出資料 

資料１３   総務大臣提出資料 

資料１４   公正取引委員会委員長提出資料 

   

 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ただいまから「新しい資本主義実現会議」を開催いたします。 

 本日は、「賃上げと投資が牽引する成長型経済」の実現に向けて、価格転嫁・官公需、

生産性向上、事業継承・M&A等の経営基盤の強化について御議論いただきたいと思います。 

 事務局資料は事前に御説明をしていますので、説明は省略いたします。 

 事務局資料の論点のうち、「価格転嫁・官公需等の取引適正化」について、まず前半で

御議論いただき、その後、後半で「サービス業を中心とした中小企業・小規模事業者の生

産性向上」と「事業継承・M&A等の中小企業・小規模事業者の経営基盤の強化」について御

議論を賜ります。 

 まず、前半の論点、「価格転嫁・官公需等の取引適正化」につきまして、事前に御発言

の御意向をいただいている委員の皆様から御発言をいただきたいと思います。お一人２分

以内でお願いいたします。 

 まず、オンラインで小林委員、最初に御発言をよろしくお願いします。 

○小林委員 

 ありがとうございます。 

 中小企業・小規模事業者が成長型経済の中でチャレンジを続けていくためには、先月議

論になりましたとおり、まず投資を進める。特に地方への投資が重要であると考えます。 

 資料の５番を御覧ください。 

 その果実の分配としての持続的な賃上げが求められるということであります。賃上げを

可能とする原資確保のためには、前も申し上げましたとおり、「良いもの、良いサービス

には値が付く、また、適正価格での売買が巡り巡って自らの所得向上に繋がる」のだと、

この認識がしっかり定着するように、消費者のデフレマインド払拭を含め、国全体として
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取引の適正化の動きを確実に進めていくべきだと考えます。 

 また、地方経済において大きな役割を持つ官公需においても、同様に価格転嫁策が強化

されるべきであります。そして、地方の中小企業が地元の官公需事業にできるだけ関わっ

ていけるように、ローカルPFIなどの仕組みの推進による後押しをぜひお願いしたいと思

います。 

 また、政府が進めている取引適正化に関連して、知的財産の活用・保護という観点につ

いて、政府には2025年を中小企業の「知的財産の活用・保護の推進元年」と位置付けてい

ただき、関係省庁連携の下で中小企業の知財経営リテラシーの向上を促進させる「知的財

産の活用・保護推進アクションプラン」をぜひ策定・実行していただきたいと思います。 

 私からは以上であります。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 続きまして、澤田委員、お願いいたします。 

○澤田委員 

 ありがとうございます。 

 それでは、官公需における価格転嫁についてコメントいたします。 

 今年はこれまでの力強い賃上げの流れを定着させて、賃金と物価が適度に上昇するサイ

クルを確実なものとできるかどうかが問われていると考えています。 

 関経連では、物価上昇に負けない積極的な賃上げの継続を呼びかけるとともに、適切な

価格転嫁、適正取引の徹底に向けて、パートナーシップ構築宣言への登録の働きかけや下

請法改正の動向等に関する情報提供などを行ってまいりました。 

 足元では、官民を挙げての取組の成果によって、民間同士の取引あるいは政府による調

達も含めて、価格転嫁は進展していると考えておりますが、この流れをさらに推し進めて

いくことが非常に重要になってまいります。 

 特にその中では民間について不適切事例の例示などを含めて価格転嫁を進めようという

対策も取られていますが、一方、公的機関・自治体の調達における価格転嫁については、

医薬品の薬価問題、あるいは自治体との契約においても価格調整条項が設けられない事例

や、条項が設けられているにもかかわらず、人件費・資材価格等の上昇に伴う協議申入れ

に対し、認められない、前例がないといった反応があるなど、はかばかしく進んでいない

という事例が見受けられます。 

 今月17日に開催されました「官公需に関する関係府省等副大臣会議」におきまして、新

たな取組方針を確認するといった動きがあることも承知しておりますが、官公需、特に自

治体調達における価格交渉・転嫁がより円滑に進むよう、施策パッケージの新たな策定、

さらにその内容の自治体への十分な周知も含めて強力な後押しを期待しております。 

 加えて、先ほどの小林委員の意見にもございましたが、知財につきましては企業の命で

ございますので、やはり、申請前の社外への重要機密情報の開示はたとえ重要な取引先で
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あってもすべきではなく、最低やはり秘密保持契約は必要ですし、その場合であっても真

に価値の高い知財の場合は申請そのものを前倒しするなどの知財戦略について相談できる

コンサルテーション機能の拡充も重要であり、ぜひお願いいたしたいと思っております。

よろしくお願いいたします。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に十倉委員、お願いいたします。 

○十倉委員 

 ありがとうございます。 

 私からは２点、適正な価格転嫁に向けた取組と官公需等での対応における課題について

申し上げます。 

 １点目の適正な価格転嫁に向けて、経団連では会員企業に対しパートナーシップ構築宣

言の周知徹底を行うべく、全ての会員企業が遵守する企業行動憲章を改定し、2025年版経

労委報告を通じた周知活動を行っています。 

 さらに、経団連、日本商工会議所、経済同友会の経済三団体の連名で、価格転嫁の商習

慣の定着、宣言の趣旨の徹底と実行、未宣言企業への参画を要請しています。その結果、

２月末時点で経団連では、資本金100億円以上の会員企業の宣言率は89％、約90％となって

おります。 

 適正な価格転嫁に向けた今後の課題としては、我が国の商取引は中小企業同士、それか

ら、企業と消費者、BtoCといった、大企業と中小企業という典型的な取引だけではないこ

とに留意が必要かと思います。 

 また、基礎資料の７ページの左の表にありますとおり、業界団体ごとの宣言率に大きな

差があることも課題であります。この点につきましては、所管官庁から業界団体への指導

を通じた、宣言拡大に向けた後押しをお願いしたいと思います。 

 ２点目は官公需等での価格転嫁に関わる課題についてであります。公共工事などの官公

需における労務費の引上げや、介護、看護、保育等の公的サービス分野の処遇改善など、

適正な価格転嫁を着実に行うべきであります。ただし、申し上げるまでもなく、恒常的・

持続的にこれらに対応するには、その裏づけとなる財源の議論が不可欠であります。国や

地方の予算編成において、歳出の効率化、ワイズスペンディングとともに、財源について

しっかり議論しなければなりません。 

 私からは以上でございます。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 続きまして、芳野委員からお願いいたします。 

○芳野委員 

 ありがとうございます。連合の芳野でございます。 
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 論点にある労務費等の価格転嫁のさらなる推進は、スピード感と実行力が課題です。政

府の方針化に加え、公正取引委員会、中小企業庁と事業所管省庁の連携強化による面的な

広がりのある体制づくりを求めたいと思います。 

 あわせて、官公需の価格転嫁も重要であり、施策パッケージの策定はぜひ進めていただ

きたいと思います。地方自治体から業務を委託する業者についても、労務費等も含め、適

切に価格転嫁できる施策のさらなる強化が必要です。 

 なお、春季生活闘争の集計では、先行する中小組合も昨年を上回る回答を引き出してい

ますが、雇用の７割を占める中小企業では労働組合がない企業が大半です。賃上げが当た

り前の社会を実現させるためにも、様々な企業間取引やサプライチェーン全体での適切な

価格転嫁と適正取引を実現する必要があります。そのためにも、今国会における下請法の

改正は大変重要な役割を持つと考えます。早急な法案審議、成立を求めるとともに、一定

の周知期間は必要としても、適切な時期における施行を求めます。 

 最後に、今回の論点として提示はありませんでしたが、医療・介護等の公的サービスの

職場で働く労働者の賃上げは連合の集計でも相対的に低位にあることが大きな課題です。

労働の価値を認め、労働条件の改善に資する人への投資を進めるためにも、必要な対応を

検討すべきではないかとしていることについては早急に対応を進めていただくと同時に、

現在国会等で議論されている特定最低賃金の活用に関わる部分については論点整理が必要

であると考えます。 

 以上でございます。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 そのほかございますでしょうか。ございましたら１分以内でお願いします。御発言希望

の方はネームプレートを立てていただけるとありがたいです。 

 冨山委員。 

○冨山委員 

 シンプルに。うちは結構トラックを持っていて、物流もやっているのですよね。何が起

きているかというと、要するに、まず一つは多重下請という問題と、もう一つは事業者の

数が多過ぎることです。結局、トラックを持っていると、借金もしているから稼働させた

くなるのですよ。そうすると、あれだけ数が縦横に多いと、結局のところ、安値受注に走

るのです。これが本質的な問題。だから、ここで書いてあることは全部賛成です。全部賛

成なのだけれども、この問題から逃げていると、実はちょっと景気が悪くなったらまた同

じことを繰り返すので、例えば数を維持するという議論は本当に私はやめたほうがいいと

思います。 

 これは実は建設も同じで、地方でインフラがやばいのだけれども、工事の入札は不調な

のです。何が起きているかというと、３社が入札するでしょう。そうすると、下で働いて

いる職人は全部同じなのです。どこに落としても同じ人がやっているわけ。この３社でた
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たき合ってしまうから、結局給料が払えなくなって入札に行かないということが起きてい

るので、やはりこの「数の問題」は逃げないでください。 

 以上です。だから、後半の議論が大事です。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 それから、あとお一人、芳野委員、お願いします。 

○芳野委員 

 ありがとうございます。芳野でございます。 

 M&Aについて触れたいと思います。中小企業庁は、昨年８月に「M&Aに関するトラブルに

ご注意ください」と銘打って、不適切なM&A事案があることに対する注意喚起を行っていま

す。M&Aは結果としてそこで働く労働者に影響が及ぶことから、政府としてM&Aを推進する

前に、まずはこうした実態を把握した上でM&Aを手がける業界の適正化が必要です。 

 また、PMIでは人事評価制度や賃金制度などの見直しも求められていることから、雇用の

不安定化や労働条件の不利益変更も生じかねません。企業がM&Aを経てその後の事業を安

定的に運営するためには、労働組合や労働者の理解と協力が不可欠であり、PMIガイドライ

ンを踏まえ、M&Aに着手する手前の段階から十分な労使協議を行うことが必要だと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 オンラインで御参加の柳川委員からその他ございますでしょうか。もしございましたら

１分以内でお願いします。 

○柳川委員 

 柳川でございます。よろしくお願いいたします。 

 芳野委員からお話がありました改正下請法の成立というのは非常に期待されるところで

ございます。ただし、それの実効性を高めていくというのが非常に重要で、やはりしっか

りとした執行体制の抜本的な強化というところが大事だと思います。これはもちろん公正

取引委員会もやっていただくのですけれども、監督官庁と関係する府省庁も連携しながら

執行体制の抜本的な強化を図って、改正下請法の実効性を高めていくというところが何よ

りも大事かと思います。 

 それから、皆さん御指摘のあった官公需における価格転嫁策の強化というのも非常に不

可欠だと思います。政府がこれだけ価格転嫁ということ、それから、賃上げということを

しっかり言っている以上、官公需においてもしっかりこれをやっていく。そのための財政

的な手当も必要であればするということは大事かと思います。 

 以上でございます。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 
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 それでは、後半に移らせていただきたいと思います。事務局資料の「サービス業を中心

とした中小企業・小規模事業者の生産性向上」と「事業承継・M&A等の中小企業・小規模事

業者の経営基盤の強化」につきまして、事前に御発言の御意向をいただいている委員の皆

様から御発言をいただきます。一人２分以内でお願いいたします。 

 まず翁委員。 

○翁委員 

 資料３にございますが、特に人手不足はこれから中小企業で一層深刻化いたしますので、

特に生産性の低いサービス業などで効果的な生産性向上の後押しが急がれると思っており

ます。 

 この基礎資料では省力化投資の効果で選択に迷っているという中小企業が多い調査結果

になっておりまして、こういったところについては、各業の所管省庁が業種ごとの効果的

省力化投資の好事例を横展開すること、そして省力化の前提となる業務プロセス自体の効

率化を支援していくことが大事だと思っております。 

 中小企業に生産性向上を促す全国的なサポート体制として、やはり地方銀行や信金とい

ったところがしっかり取り組むことが大事だと思っております。監督指針でも、人手不足

への対応ということを取引先企業が直面する重大課題として明確化して、省力化投資など

のDXをソリューションとして企業に提案することを金融機関の業務として位置づけてはど

うかと思います。こういった地銀等には、様々な中小企業支援策の活用支援のほか、生産

性向上のアドバイスができる各地の機関を企業に共有して、最適なソリューションの選択

を促すなど、伴走して中小企業の生産性向上に向けて支援すべきだと思っています。 

 それから、基礎資料では、経営者の高齢化に直面しながら事業承継を考えていない中小

企業はまだ４割存在しています。この中で存続可能な企業があるのであれば、それらの休

廃業の未然防止については、金融機関の積極的な役割が期待されており、早期事業承継計

画の不在の深刻さをメインバンクとして認識すべきだと思っています。監督指針にも経営

課題としてそれを明確化してはどうかと思っています。 

 M&Aとか事業承継には、こういった銀行等に取り組んでいただきたいのですけれども、そ

れが当該企業にとって発展可能なビジネスモデルの実現になるのかということが重要であ

り、これに向けて、しっかりと金融機関自ら、または様々な専門家と連携して支援に取り

組む必要があると思っております。 

 以上でございます。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に渋澤委員、お願いいたします。 

○渋澤委員 

 ありがとうございます。 

 資料６をお願いいたします。 
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 日本経済の土台である中小企業・小規模事業者が新しい時代において経営の若返りや統

合による先行投資で新陳代謝を高めることは、地域創生には不可欠な条件であると考えま

す。ただ、事業承継・M&Aは、ほとんどの経営者にとって人生どころか代々一度のライフイ

ベントになるために尻込みすることが一般的ではないかと思います。先手を打つことがで

きない現状を緩和するために、政府が事業承継・M&Aを促進する施策の取組には賛同いたし

ます。 

 その中で、悪質のM&A仲介業者の問題です。高額な手数料の要求や信頼度の低い買い手の

紹介で資産を搾取するなどのケースが日本各地で見られます。仲介業界の資格がなく、参

入障害が低いということが逆に業界の弊害となっておりまして、規制強化を検討すべきで

はないかと思っております。 

 また、事業承継・M&Aには、顧客のことをよく知って寄り添い、そして、信頼を築いてい

る地域金融機関の役割は大きいと考えております。手数料を稼ぐためだけではなく、PMIの

ノウハウも重要です。また、売り手が地域内、そして、買い手が地域外で、買い手の事業

の実態を捕捉できていない状態で、経営が行き詰まったため、売り手の企業の資産を利用

するようなケースも見られますので、それを阻止することも地域金融機関の大切な役割だ

と考えます。 

 そのために、もちろん行員の人員力強化は必要でありますけれども、自前のノウハウだ

けでは限界がありますので、例えば熊本の肥後銀行のように信頼できるM&Aコンサル会社

に行員を派遣するコンサルタントの受入れ、また、M&Aアドバイザリーを合弁で設立する、

サーチファンドの設立、このような事業連携を推進すべきと思います。 

 また、地域間の事業承継・M&Aに対するベストプラクティスを表彰するプログラムを金融

庁の下で取り組むことを検討していただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に平野委員、お願いいたします。 

○平野委員 

 山下和洋さんという友人がいます。彼は社長であるお父様が急逝したというところで、

25歳にしてヤマシタという介護の会社を継いでいます。最初の数年間は毎日３時間睡眠で

ずっと仕事をして、血のにじむような努力をされたとのことですが、事業の選択と集中、

DXへの投資など新しい取組をしたことで、結果、10年で売上げを倍に成長させています。

直近でも2,800人の全社会議でAIエージェント会をするなど、最新の取組を行い続けてい

ます。 

 この会議にいらっしゃる方々からするとAIエージェントはどんどん作って、使って当た

り前だと思われるかもしれないのですけれども、介護業界のようにアナログな業界だと異

端な存在だと思われます。AIなどテクノロジーの急激な進化が進む今、テクノロジーネイ
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ティブである若い世代への承継をすることが、真に会社が生まれ変わり、成長する、それ

が日本の成長にもつながるのではないでしょうか。 

 ２点目、生産性向上についてです。弊社でもこれまで様々なAIによる企業の生産性向上

をしてまいりました。そこで最初に来るのが業務理解なのです。AIは関係ないのです。た

だ、まず業務理解をして、業務整理をしないと、どの部分をAI化すればいいのかというの

が分からない。これがAIエージェントの登場によって大きく変わりました。開発するのが

劇的に簡単になったのです。昔だとちょっとでも開発しようとするとすぐに数千万円とか

かかっていたので、しっかり業務整理をして、ここの部分にAI開発しようというのを決め

ないといけなかったのですけれども、その必要性が大幅に下がっています。 

 価格が下がったというところで、中小企業も活用できるレベルになりました。なので、

日本政府が何をすればいいのかというと、各業界の各業務のエージェントをテンプレート

としてつくっていく、それを提供するということです。各業界、各社の業務に合わせると

いうのもプロンプトなどワークフローを少しいじればいいだけなので、それは自分たちで

できるということなので、そういう時代が来ているので、大企業はそれなりに進んでいる

のですけれども、やはり中小企業が課題ですので、生産性向上の後押しをしていただけれ

ばと思います。 

 以上です。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に村上委員、お願いいたします。 

○村上委員 

 ありがとうございます。 

 今回の議論の中で、特にサービス業における中小企業の労働生産性の向上が挙げられて

おります。基礎資料の中には特に賃金の低い12業種が記載されております。これらのほと

んどが女性の就業員比率が大変高い業種でありながら、同時に男女の賃金格差も大きい分

野であります。 

 労働生産性の改善策を促進する上で、女性の活躍推進を同時に進めていくということが

重要と考えます。例えば労働生産性の低いサービス業においてデジタル化を進める策が議

論される上で、男女とも働きやすい労働環境を担保する必要があります。特に例えば女性

特有の健康課題への配慮は重要ですが、そのためには経営者、そして、管理職の方々が率

先して女性特有の健康課題を理解し、更年期等の健康課題への対応を支援することで女性

がパフォーマンスを発揮しやすい環境を整えることが可能になります。健康経営という言

葉がありますが、そういった形を活用して、健康で長く働ける女性を地域の中小に根づか

せることが地域中小企業の発展、そして、地域経済全体を押し上げていくことになると思

います。国としてもぜひこのような取組の呼び水となるような支援をすべきと考えます。 

 このような文脈で、地域の中小企業向けの女性の健康実証事業の補助が今後の経済の対
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策に位置づけられるということも重要だと考えております。 

 ２点目ですけれども、官公需における価格転嫁の論点ですが、特に地方においては値上

げのインパクトが大きいと考えております。そして、官の入札の際に、健康経営であった

り、あるいは女性の活躍推進に関する評価が加点されるようなシステムを導入することが、

地域における民間企業の健康経営、そして、女性の活躍といったものの後押しにつながる

と考えております。 

 以上です。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に米良委員、お願いいたします。 

○米良委員 

 私の祖父は発明家で、精密機械の特殊な壁掛け時計を発明して小さな企業を立ち上げて

います。60年ぐらいたった現在も事業の経営をしています。 

 その60年問題がなかった会社に大事件が起こりました。時計の部品の一つである針屋さ

んが潰れて、針の調達ができず大変な状況にありました。その倒産の理由は、熟練労働者

が高齢化して相次いで退職し、事業継続ができないというものでした。何とか別の会社を

見つけたのですが、代替を発注した先も平均年齢が80歳を超えている零細企業です。事業

を継続していること自体が綱渡りの状況です。日本の中小製造業の実態というのを見せつ

けられました。 

 こうしたことが全国で起こっているのではないかと思います。事業としては小さいなが

ら、長い間お客様に愛され、利益を出し続けている優良企業というものが日本にはたくさ

んあると思います。このような事業をスムーズに継承するためには、中小企業に日頃から

接しているような地銀さんや信金さんにおける事業承継のコンサルティング機能の強化や、

事業承継・引継ぎ支援センターへの紹介など、そういったものを積極的に進めるというこ

とが重要ではないかと思います。 

 ただ、地銀、信金においても、インセンティブがなければ機能強化や紹介の強化という

のを実施しないと思いますので、既にある中小企業M&A補助金の拡充など、金融機関が動き

やすい状況をつくるということが大事であると思います。 

 また、労働力不足が進む中、中小企業の省エネ化にAIなどテクノロジーの活用が大いに

役立つことは重要だと思いますが、中小零細企業はテクノロジーに縁遠いため、なかなか

手を出すことが難しいと思います。一方、AIの進化により、東京にいるホワイトカラーの

仕事はどんどん代替されていくのかなと思っており、より副業などに取り組める人材が増

えてくると思います。私の知り合いがやっているチイキズカンというスタートアップ企業

では、地域の中小企業に東京のプロフェッショナル人材を副業として紹介する事業をやっ

ていますが、大手ベンチャーの役職者が次々と中小企業で成果を出していると聞いていま

す。 
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 日本の７割は祖父が始めたような零細中小企業なのではないかと思います。互いのコミ

ュニケーションが円滑に図られ、情報が共有され、課題解決に向かって生産性が高まって

いくような御支援をよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 続きまして、オンラインで小林委員にお願いいたします。 

○小林委員 

 ありがとうございます。 

 まず、中小企業・小規模事業者の生産性向上に関しては、経営者の自己変革の挑戦に中

小企業も努力をしておりますけれども、政府の強力な後押しをぜひいただきたいと。また、

先ほど価格転嫁の方でもありましたけれども、業種別の展開がいよいよ必要になってくる

と考えております。 

 他方、中小企業を中心に企業の人手不足は深刻であります。業務の効率化あるいは省力

化に資する既存設備の更新を含めた設備投資への支援の拡充が求められるところでありま

す。 

 また、生産性を上げて、小規模事業者等の経営や採算可視化による企業の「稼ぐ力」の

強化を伴走支援する我々商工会議所の経営指導員というのがおるわけですが、この経営指

導員の不足が顕在化しております。待遇もあまりよくない状況にあります。この経営指導

員待遇改善など、経営支援体制の拡充を今、私は痛感しております。その元手となる財源

確保も含めて対応が求められるというところであります。 

 次に事業承継とM&Aに関してですが、事業承継は中小企業にとって恒久的な課題であり

ます。先ほど皆さんがおっしゃったとおりでありますが、地方創生2.0に貢献するためにも、

中小企業の事業承継を力強く後押しする事業承継税制の特例措置の恒久化をぜひお願いし

たいと思います。 

 また、M&A市場における取引価格の相場感の醸成、あるいは改訂された中小のM&Aガイド

ラインの徹底、悪質仲介業者に対する監視強化、あるいは自主規制ルールの整備等、中小

企業が安心してM&Aに取り組める環境整備も重要かと考えております。 

 以上です。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 次に冨山委員、お願いいたします。 

○冨山委員 

 ありがとうございます。 

 資料８を御覧ください。 

 実は私の今の本業は地方の中堅・中小企業を買収して投資、経営することです。毎月30
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件、年間約300件を超えるデューデリをやっています。ですので、要するに一次情報を下手

なアンケートよりもはるかに持っています。なので、私がこれから申し上げることに反論

する場合は心してください。リアリティーですから。 

 その観点から申し上げると、まず労働供給制約時代に入った今、中小企業を数として維

持することに政策的意義は全くありません。これは失業と全然相関しませんから。むしろ

大事なことはまさに今日議論することで、そこで働く4,000万人、その少なからずが物価高

に苦しむ低所得層、相対的貧困層、非正規です。彼らをどうするかなのです。これが今日

の議論の最終目的です。 

 その脈絡で言ってしまったら、これはやはり生産性、賃金を上げるしかないわけで、ど

うするか。これは新陳代謝です。我々は見てきた中で1,000件以上見ていますから、やはり

２対６対２なのです。事業承継は賃金支払能力の下位２割をいかにスムーズに退出させる

かです。これが実際に今起き始めています。何が起きるか。これは確実に、実際は近隣地

域の同一または類似業種で優秀な経営者がいる、生産性も賃金も高い中堅・中小が買収や

転職を通じて人材を吸収します。これは本当にそうなっています。 

 なので、とにかく下位を救う議論はやめましょうよ。これはナンセンスです。では、彼

らが頑張るのを待つことが合理的か。経営者の３分の１は70歳を超えているのですよ。こ

の人たちに今さらPython、AI、こんなの無理ゲーですよ。申し訳ないですけれども、あの

議論は本当にナンセンスだと思う。 

 あともう一つ、イノベーションの時代は企業間格差はむしろ広がるのです。イノベーシ

ョンを導入すればこの差は広がります。ということで、皆さんおっしゃっているように、

とにかく大事なことは、イノベーションを応援することはいいです。そうすると、きっと

上位２割はもっと生産性が上がるから、そこの賃金は上がりますから、これはいいです。

どんどんやってください。だけれども、下位企業については、むしろ人手不足とか賃金上

昇圧力をてこにして、どうやったらスムーズに退出させるかです。実は日本の社会にはこ

の退出が難しい要素がいっぱいあるのです。一つは申し訳ないけれども安過ぎる最低賃金

です。これははっきり言い切ってしまいます。安過ぎる。だって、まともな先進国より基

準が２割低いのですよ。こんなの先進国としてはあり得ないですよ。 

 それから、もう一点が経営者の個人保証、私的整理の難しさがいっぱいあります。だか

ら、税制もそうですが、これを解消するのが極めて大事。 

 それから、今、中小企業の連中の心に火がついています。私はこんなことを公言してい

ますけれども、地方の経済団体、地銀さん、それから、地方自治体の講演にひっきりなし

です。そこへ行くと、さっき出ていた山下君だったか、ああいう若くてやる気のある連中

がめちゃめちゃ集まっているのです。彼らが言っているのは「下手な、余計な弱者救済の

政策はやめてくれ」なのですよ。「最賃を上げてくれ」なのですよ。それをやってくれた

ほうがどんどん再編が進むのです。彼らは基本的に高い給料を払える人たちだから、それ

でどんどん事業を拡大してきた。だから、彼の会社は大きくなったのでしょう。それを邪
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魔しないでくれなのです。火はついています。だから、逆に彼らの火を消さないでくださ

い。 

 私は以上のコメントです。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に松尾委員、お願いいたします。 

○松尾委員 

 地方の生産性を向上させていくためには、地方の中小企業にDX、AIを導入していく。そ

のために核になるのが地方の高専あるいは地方大学だと思います。そこにAI、デジタルの

教育をきちんとやって、そこから地方のスタートアップが生み出される。そこが地方の中

小企業を手伝うという仕組みをつくるべきだと思います。地方できちんとお金が回るよう

にし、地方の若者が地方の中小企業のDX、AIをきちんと手伝えるようにするということが

重要だと思います。 

 ２つ目がM&Aに関してです。大企業でイノベーションがなかなか進まない原因の一つが、

優秀な人材、デジタルの人材が大企業に行かない。したがって、スタートアップとの連携

も必要になりますし、スタートアップを買収するということも必要です。米国ではスター

トアップがスタートアップを買収する。ロールアップしていって急速に大きくなるという

こともよくあります。そのためには、ちなみに松尾研発スタートアップのELYZAというとこ

ろも１年前にKDDIに買収されました。スイングバイIPOといいまして、一旦買収されるので

すけれども、引き続き上場を目指す。つまり、大きな恒星のそばを通ることによってより

加速をしようと。それでスイングバイというのですけれども、そういった仕組みもありま

す。それを促進していくためにオープンイノベーション促進税制等がありますけれども、

なかなか使いにくいということで、もっとこういったM&Aを起こりやすくするような仕組

みを整えていくべきだと思います。 

 あと一点、生産性向上のためにはロボットの活用が重要です。今、ロボットの世界は大

きな変化を迎えておりまして、言葉の世界で生成AIが入って大規模言語モデルが出てきた

のと同じようなことがロボットの世界でも起こりつつあります。非常に大きなモデルにた

くさんのデータを学習させると、すごく汎化する。つまり、いろいろな動作ができるよう

になるのです。そうしますと、従来難しかった、１つのタスクしかできなかったようなロ

ボットが例えばタオルを折り畳んだり、椅子を片付けたり、段ボール箱を組み立てたりと

いうこともできるようになってくる。今、そこに向けて世界中が競争しているという状況

です。 

 日本でもこういったプラットフォームをつくるべきだと思っていまして、「AIロボット

協会」というのをつくりましたけれども、そこにデータを集めて、ロボット基盤モデルと

いいますけれども、それを使って建設、農業、防災、介護、製造、小売、物流、医療、い

ろいろな分野に使っていける。これによって地方の生産性を向上させるということも可能



14 

 

ではないかと思います。 

 以上です。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 続きまして、オンラインで柳川委員、お願いをいたします。 

○柳川委員 

 柳川でございます。 

 中小企業・小規模事業者にとっては生産性向上が不可欠で、そのためには省力化投資・

デジタル化投資が必要なことは間違いありません。ただし、米良委員がおっしゃっていた

と思うのですけれども、やはり業種だとか企業規模によってやるべき対応は相当違うのだ

と思います。ですので、この辺りは実態に合わせたきめの細かい政策が求められると思い

ます。 

 それから、M&Aは大事なのですけれども、単に統合してM&Aをすれば生産性向上ができる

というわけではないので、併せて省力化投資を含むような生産性向上、効率性向上策とセ

ットで考える。それから、しっかりとしたPMI策をやっていく。この辺りとセットで考えて

いく必要があると思います。 

 それから、冨山委員が強調されたことなのですけれども、これを考えるときには適切な

新陳代謝というのが不可欠なので、もちろん重要な技術や知財が失われないようにすると

いうのは大事なのですけれども、やはり新陳代謝の問題は考えていく必要があると思いま

す。 

 それに関してですけれども、中堅・中小企業においてしっかりとしたコーポレートガバ

ナンス体制を構築していく。その強化を図っていくということも考えていく必要があると

思います。小林委員がおっしゃったような事業承継税制、こういうものも大事だと思うの

ですが、こういうものもやはりしっかりとしたコーポレートガバナンス、ガバナンス体制

の抜本的な強化とセットで考えていくということが全体の生産性向上にとって重要ですし、

日本全体の大きな活力になっていくと考えます。 

 以上でございます。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 その他ございますでしょうか。ございましたら１分以内でお願いいたします。御発言希

望の方はネームプレートをお立てください。 

 渋澤委員。 

○渋澤委員 

 税制について２点でございます。今お話がありましたように、平成30年度から実施され

ている事業承継税制は令和７年度までの特例措置でありますが、この活用の実態を数値的

に検証して公開すべきではないでしょうか。実施件数や金額が想定より下振れしているよ
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うであれば、国民への告知が不足しているとみなされる。そして、現在の中小企業・小規

模事業者の経営者の年齢分布の過半数が60歳代以上という状況を鑑みると、これは措置の

延長、小林委員がおっしゃったように恒久の検討をすべきではないでしょうか。 

 今日は新浪委員が御欠席ですが、経済同友会もいろいろと中小企業に対して提言してお

りまして、例えば買い手のインセンティブのために中堅・中小企業同士の株式譲渡の場合

に、事業譲渡と同様、譲受額と純資産額の差額、つまり、のれんです。これを税上、損金

経営計上する。５年間の償却をする。このような時限的措置を検討すべきではないでしょ

うか。よろしくお願いします。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 ほかにありますか。 

 私から１つリクエストで、平野委員がおっしゃったAIエージェント、国が各業界のテン

プレートをつくるべしで、高専で地域の企業にAIのカスタマイズをすることでスタートア

ップとおっしゃっていた松尾委員が、国が各業界のテンプレートをつくることについてど

う評価されるか、御意見を聞かせていただきたいと思います。私はとてもいいアイデアか

なと思っているのですが、時間があるのですみません。 

○松尾委員 

 ありがとうございます。 

 非常にいいアイデアだと思います。高専発のスタートアップあるいは地方大学発のスタ

ートアップがそういったいろいろなデジタルの業務を担っていくということは非常に重要

だと思いますし、国あるいは地方自治体のいろいろな業務を自動化する。それを手伝う。

そこに対してちゃんと発注してあげるということは重要だと思います。 

 一方で気をつけないといけないのが、要するに、いろいろなところでAIをやみくもに導

入してしまうと、それぞれが相互に運用できなくなるということがよく起こります。日本

のIT業界ではずっと起こってきたことです。ですので、例えばIDを統一するとか、テンプ

レートを統一するとか、基本的なフォーマットであったり考え方は最初から決めておく必

要がある。そういう意味でも平野委員のおっしゃったことは非常に重要だと思います。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。期待どおりのお答えだったので、大変うれしく思います。 

 次に、各省から御発言をいただきます。 

 まず、財務大臣、お願いいたします。 

○加藤財務大臣兼金融担当大臣 

 まず、中小企業の生産性向上に向けて、事業承継・M&Aに対する支援については、地域金

融機関がその役割を果たしていくことが重要と考えております。 

 金融庁では昨年10月に監督指針を改正し、金融機関に対して、M&Aについて自らの体制を

整備するとともに、必要に応じて外部機関とも連携しながら適切かつ積極的に取り組むこ
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と、また、事業者が事業承継やM&Aを行おうとしている場合に、先ほどありました経営者保

証の問題がございますので、経営者保証の解除の可能性を事業者に適切に説明することな

どを求めております。また、事業承継やM&Aの支援策を顧客企業に積極的に紹介・提案する

ことも促しております。 

 昨今、不適切な買い手によるM&Aのトラブルが指摘されております。こうしたトラブルか

ら地域の事業者を守る観点でも、買い手側の実態を適切に確認するなど、地域金融機関に

対して改めて注意するよう呼びかけてまいります。 

 引き続き関係省庁とも連携の上、地域金融機関によるM&Aを後押ししていきます。 

 それから、先ほど事業承継税制の話がございました。これは相続税、贈与税の100％を猶

予するという特例的な措置でございまして、いよいよ期限が近づいてきておりますが、ま

ずはこの間にしっかり活用していただくということ、そして、先ほどお話がありましたよ

うにどう活用されていくかということもしっかり検証させていただきたい。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に厚生労働大臣、お願いいたします。 

○福岡厚労大臣 

 厚生労働省としては、全国47都道府県において地方版政労使会議を開催し、価格転嫁等

対策の政府の取組を周知するとともに、賃上げ支援に係る施策の説明を行い、各地域にお

ける賃金引上げの機運醸成を図ってまいりました。賃上げの原資確保のためには、労務費

転嫁指針の活用等が重要であることから、労働基準監督署における監督指導の際に指針や

相談窓口の周知等を行う新たな取組を検討してまいります。 

 また、企業における生産性向上のため、引き続き賃上げ支援助成金パッケージによる支

援を行うとともに、厚生労働省が所管しております医療・介護・障害福祉等の分野につき

まして「省力化投資促進プラン」を策定し、各分野における取組を力強く後押ししてまい

ります。 

 以上です。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に経産大臣、お願いします。 

○武藤経済産業大臣 

 私からも資料を配付させていただいております。資料番号が12番であります。併せて御

覧いただければと存じます。 

 中小企業・小規模事業者の取引適正化に向けて、幅広い業界に対してハイレベルでの要

請を続けております。官公需につきましては官公需の基本方針を先日地方自治体に事前周

知し、価格協議に誠実に応じるよう改めて呼びかけたところです。 

 基本方針は４月中の閣議決定を目指しています。今後、官公需に関する相談は下請かけ
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こみ寺でも受け付け、総務省にも共有するところです。 

 生産性向上や人手不足につきましては、省力化・デジタル化を大胆かつ強力に支援しま

す。同時に、中小企業の成長や高付加価値化を全力で後押しするため、成長志向の中小企

業と支援機関のマッチング、また、金融機関等と組んだ地域での省エネ推進などを積極的

に行いながら、あらゆる手段を講じます。 

 中小企業はM&Aも重要な成長の手段の一つとして持っています。M&A市場の規律を高め、

売り手、買い手の双方を増やしていくため、新たに「中小M&A市場改革プラン（仮称）」を

策定します。 

 また、事業承継は税制がございますが、特定措置の計画提出期限や適用期限が迫ってい

るところです。事業承継による世代交代が停滞しないよう、また、地域経済への影響も踏

まえ、事業承継に係る政策の在り方について今後検討を深めてまいります。 

 以上です。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 次に総務大臣、お願いします。 

○村上総務大臣 

 まず、資料13について２点見ていただきたいと思います。 

 １点目は、地方の官公需における適正な価格転嫁に向けた総務省の取組であります。適

切な価格転嫁に向けたこれまでの取組と、今ありましたけれども今後の具体的な取組、そ

れから、２点目は令和７年度の地方財政計画で物価高への対応であります。その２つを見

ながらお聞きいただけたらと思います。 

 資料13の１ページを御覧ください。 

 地域経済を支える中小企業の賃上げは、地域社会にとっても重要な課題であります。総

務省におきましては、これまで自治体に対し、必要な契約変更など価格転嫁に向けた取組

を依頼するほか、委託料の増加等に対応して令和７年度地方財政計画に1,000億円を計上

しております。 

 今後の取組としましては、まず全自治体に価格転嫁等に関する窓口相談の設置を依頼し

ます。下請かけこみ寺の自治体の官公需に関する相談はこの窓口を紹介していただき、各

自治体において適切に対応するための施策を構築します。さらに、自治体の官公需に関す

る相談は総務省にも共有していただき、その対応を確認するとともに、対応の好事例を自

治体にフィードバックするなど、適切な価格転嫁に向けた取組を一層推進します。 

 また、②にあります重点支援地方交付金の活用につきましては、自治体の財政部局等に

対してさらに働きかけを行うなどして、あらゆる場を活用して助言を行ってまいりたいと

考えております。 

 引き続き、自治体において適切に価格転嫁が行われるように、総務省としまして全力で

取り組んでいきたいと考えております。 
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 以上であります。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 最後に公正取引委員会委員長、お願いします。 

○古谷公正取引委員会委員長 

 適切な価格転嫁を新たな商慣習としてサプライチェーン全体で定着させるため、下請法

の改正法案を今月11日に国会に提出いたしました。 

 改正法案の主な内容については資料14の２ページ目あたりを御覧いただければと思いま

すが、コスト上昇局面において適切な価格転嫁が行われる取引環境を整備するため、協議

を適切に行わずに一方的な代金額の決定することを禁止することといたしております。 

 また、発注者側の資金繰り負担を受注者側に負わせることを防止するため、下請取引に

おいては手形払いなどを禁止することとしております。 

 そのほか、下請法の面的な執行の強化としまして、関係省庁との連携を強化し、下請法

の運用の実効性を高めるため、事業所管省庁の主務大臣に対しても指導助言権限を付与す

ることなどを定めております。 

 公正取引委員会としましては、このような下請法の改正を通じまして、引き続き適切な

価格転嫁が行われるような取引環境の整備に取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、総理から締めくくりの御発言をいただきたいと思います。その前にプレスが

入室いたします。 

 

（報道関係者入室） 

 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 よろしいですか。 

 それでは、総理から締めくくりの御発言をいただきます。 

○石破内閣総理大臣 

 我が国の雇用の７割を占める中小企業・小規模事業者が、「コストカット型」の経営か

ら、積極的な賃上げにより人材を確保し、投資を通じて生産性の向上を実現し、それによ

り企業収益を拡大するという「成長型」の経営へと、変革を進めることができますよう、

その後押しに集中的に取り組んでまいります。 

 第一に、価格転嫁・官公需等の取引適正化の徹底であります。 

 新たに「官公需における価格転嫁のための施策パッケージ」を策定をし、地方の中小・

小規模事業者にとって重要な官公需における価格転嫁等を抜本的に強化をいたします。 
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 過度に低い価格での入札を防止するための調査制度等の導入の徹底や効果的な活用、官

公需法の指針改定による国・地方自治体からの価格協議の促進、地方自治体における相談

窓口の開設など、総合的な取組を進めます。 

 下請法改正法案の早期成立を目指しますとともに、業所管省庁の執行強化や労働基準監

督署の活用等により、価格転嫁の更なる徹底を図ります。 

 大企業との取引等において不利益を被ることのないよう、中小・小規模事業者の知的財

産の保護を強化いたしてまいります。 

 第二に、中小企業・小規模事業者の生産性向上であります。 

 深刻な人手不足に直面し、最低賃金引上げによる影響も見込まれるサービス業等の12業

種につきまして、業種別の「省力化投資促進プラン」を５月を目途に策定をいたします。

2029年までの５年間を集中取組期間として、業種ごとに生産性向上の目標を定め、その実

現に向けて、きめ細かな支援策を充実し、全国津々浦々の支援体制の整備に取り組みます。 

 第三に、事業承継・M&Aといった選択肢も含め、先々の経営判断を計画的に行うことがで

きる環境を整備いたします。 

「事業承継・M&Aに関する新たな施策パッケージ」を策定し、中小・小規模事業の経営者の

方々の事業承継・M&Aに関する不安や障壁を取り払うため、不適切な買い手への対応強化や、

経営者から信頼される官民のM&A支援機能の強化、地域金融機関による事業継続に向けた

コンサルティング支援など、施策を抜本的に強化をいたします。 

 ６月の新しい資本主義実行計画の改訂に向け、議論を加速いたします。本日いただきま

した御意見は、赤澤大臣中心に、５月を目途に取りまとめる最低賃金の引上げのための施

策の中にも反映をしてくださいますようお願いいたします。委員各位の引き続きの御協力

をお願いを申し上げます。ありがとうございました。以上でございます。 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 プレスの皆様は退室をお願いします。本日も取材をありがとうございました。 

 

（報道関係者退室） 

 

○赤澤新しい資本主義担当大臣 

 本日の御自身の発言内容については対外的にお話しいただいて結構ですが、他の皆様の

御発言についてはお控えいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 以上をもちまして本日の会議を終了いたします。ありがとうございました 


